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監査公表

　○高知県職員措置請求についての監査の執行結果
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　　　　団（以下「暴力団」という。）若しくは暴力団員に対し

　　　　て資金を供給し、若しくは便宜を付与する等暴力団と関

　　　　係があると認められる者

　　　( 6 )　審査基準日の前日までに納期限の到来した県税又は

　　　　消費税及び地方消費税を滞納している者。ただし、資格

　　　　審査の申請をするまでに完納した場合は、この限りでな�

　　　　い。

　　　( 7 )　県内の市町村において個人住民税を特別徴収するべ

　　　　き従業員がいる者にあっては個人住民税の特別徴収義務

　　　　者として個人住民税の特別徴収をしておらず、かつ、今

　　　　後個人住民税の特別徴収をする旨の誓約をしない者、県

　　　　内の市町村において個人住民税を特別徴収するべき従業

　　　　員がいない者にあっては個人住民税を特別徴収するべき

　　　　従業員が生じたときに個人住民税の特別徴収義務者とし

　　　　て個人住民税の特別徴収をする旨の誓約をしない者

第 2 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資格審査の申請の時期、方法等

　　1 　指名競争入札に参加する資格の審査を受けようとする者

　　は、知事が別に定める様式による指名競争入札参加資格審査

　　申請書（以下「資格審査申請書」という。）を平成20年 9 月

　　16日（火）から同年10月17日（金）までの間に知事に提出し

　　なければならない。

　　　なお、その後も随時の受付を行うが、平成21年 1 月 1 日か

　　らの参加資格の取得を希望する場合は、平成20年 9 月16日か

　　ら同年10月17日までの間に申請すること。

　　2 　資格審査申請書には、次に掲げる書類を添付しなければな�

　　らない。ただし、特別な理由がある場合は、別の書類をもっ�

　　てこれに代えることができる。

　　( 1 )　登記事項証明書（個人にあっては、営業を行っている

　　　ことを確認することができる書類及び市町村長が発行した

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　身分証明書並びに申立書（知事が別に定める様式によ

　　　る。））

　　( 2 )　営業経歴書（知事が別に定める様式による。）

　　( 3 )　受託業務実績調書（知事が別に定める様式による。）

　　( 4 )　従業員名簿（知事が別に定める様式による。）

　　( 5 )　納税証明書（審査基準日の前日までに納期限の到来し

　　　た都道府県税並びに消費税及び地方消費税について滞納が�

　　　ないことが分かる証明書）

　　( 6 )　財務諸表（法人にあっては貸借対照表、損益計算書及

　　　び利益処分（損失処理）に関する書類、個人にあっては貸

　　　借対照表及び損益計算書で、審査基準日の直前 2事業年分

　　　のもの）

　　( 7 )　源泉所得税の徴収状況調べ（合計分）の写し（審査基

　　　準日の前年分のもの）

　　( 8 )　印鑑証明書

　　( 9 )　清掃業務の資格審査を受けようとする者にあっては、

　という。）は、県内に事務所又は営業所を有し、かつ、審査基�

　準日（資格審査の申請の日の属する月の前月の初日とする。以

　下同じ。）の前日において 1年以上の建築物又はその附属施設

　（以下「建築物等」という。）の清掃等の業務（警備業務のう

　ち、県が委託する駐車場整理業務にあっては、建築物等以外の

　警備業務を含む。以下同じ。）の営業実績を有する者で、 1に

　定める資格審査事項により審査し、指名競争入札参加資格者登

　録名簿への登録を決定したものとする。ただし、審査基準日に

　おいて、 2の( 1 )から( 7 )までのいずれかに該当する者は、指

　名競争入札に参加する資格の審査を受けることができない。

　　　1 　資格審査事項は、次に掲げるとおりとする。

　　　( 1 )　審査基準日の直前 2年以上の期間事業を継続してい

　　　　る者にあっては直前 2年の、 2年未満の期間事業を継続

　　　　している者にあっては直前 1年の各事業年度における建

　　　　築物等の清掃等の業務の受託実績により算出した年間平

　　　　均受託実績

　　　( 2 )　審査基準日の前日における営業年数

　　　( 3 )　審査基準日の直前の事業年度の決算における自己資

　　　　本額（法人にあっては純資産の額を、個人にあっては次

　　　　年繰越しの純資本金の額をいう。）

　　　( 4 )　審査基準日の前日における清掃等の業務に従事する

　　　　従業員数

　　　( 5 )　清掃業務にあっては、審査基準日の前日におけるビ

　　　　ルクリーニング技能士、ビルクリーニング技能審査合格

　　　　者及び建築物環境衛生管理技術者免状を有する者である

　　　　従業員数

　　　( 6 )　審査基準日の直近決算における経営比率

　　　　ア　流動比率（流動資産の額を流動負債の額で除して得

　　　　　た数値を百分比で表したもの）

　　　　イ　自己資本比率（自己資本の額を総資本の額で除して

　　　　　得た数値を百分比で表したもの）

　　　　ウ　売上高経常利益率（経常利益の額を売上高の額で除

　　　　　して得た数値を百分比で表したもの）

　　　2 　次のいずれかに該当する者は、指名競争入札に参加する�

　　　資格を有しない。

　　　( 1 )　成年被後見人、被保佐人、被補助人若しくは未成年

　　　　者又は破産者で復権を得ないもの

　　　( 2 )　営業に関し法令上必要な要件を備えていない者

　　　( 3 )　経営状態が著しく不健全であると認められる者

　　　( 4 )　手形又は小切手の不渡り事故を起こし、銀行当座取

　　　　引を停止されている者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　( 5 )　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

　　　　（平成 3年法律第77号）第 2条第 6号に規定する暴力団

　　　　員（以下「暴力団員」という。）である者若しくはその

　　　　役員が暴力団員である者又は同条第 2号に規定する暴力

�
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高知県告示第536号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の11第 2 項

の規定により、平成21年 1 月 1 日から平成23年12月31日までの間

に県が委託する庁舎等の清掃、警備又は設備保守管理（以下「清

掃等」という。）の業務の契約に係る指名競争入札（以下「指名

競争入札」という。）に参加する者に必要な資格、資格審査の申

請の時期、方法等について次のとおり定める。

　　平成20年 8 月26日

　　　　　　　　　　　　　　　　　高知県知事　尾﨑　正直

第 1　指名競争入札に参加する者に必要な資格

　　指名競争入札に参加することができる者（以下「有資格者」
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出があった。

　　平成20年 8 月26日

�　　　　　　　　　　　　　　　高知県知事　　尾﨑　正直

�字の区域及び名称の変更

　備考　この表に表示されている区域に隣接介在する道路及び水

　　　路である国有地及び町有地の全部を含むものとする。

高知県告示第538号

　救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第 8号）第 1条第

　1 項の規定により、救急病院として次のとおり認定した。

　　平成20年 8 月26日

　　　　　　　　　　　　　　　　　高知県知事　尾﨑　正直

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　認定の有効
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期限

ＪＡ高知病院 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　南国市明見字中野　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平20・ 6・　平23・ 6・

　　　　　　　　526番 1 　　　　 　　　3 　　　　　　2

高知県告示第539号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の 2 第 1 項及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律（平成 6年法律第30号）においてその例によるものと

された生活保護法第54条の 2 第 1 項の規定による介護機関とし

て、次のとおり指定した。

�　平成20年 8 月26日

�　　　　　　　　　　　　　　　　高知県知事　尾﨑　正直

　　　ビルクリーニング技能士、ビルクリーニング技能審査合格

　　　者又は建築物環境衛生管理技術者免状を有する者を証する

　　　書面及び建築物における衛生的環境の確保に関する法律

　　　（昭和45年法律第20号）第12条の 2第 1 項の登録を受けて

　　　いるときは、そのことを証する書面の写し

　　(10)　警備又は駐車場整理の業務の資格審査を受けようとす

　　　る者にあっては、警備業法（昭和47年法律第117号）第 5

　　　条第 2項の認定証の写し

　　(11)　個人住民税特別徴収実施申告（誓約）書（知事が別に

　　　定める様式による。）

　　(12)　暴力団等との不関与についての申立書（知事が別に定

　　　める様式による。）

　　(13)　( 1 )から(12)までに掲げる書類のほか、知事が特に必�

　　　要があると認める書類

第 3　資格審査の結果の通知

　　資格審査の結果は、知事が別に定める様式による指名競争入

　札参加資格決定通知書により当該申請者に通知する。

第 4　資格審査申請書及び添付書類の記載事項の変更届

　　資格審査申請書を提出した後に次に掲げる事項に変更があっ

　たときは、知事が別に定める様式による指名競争入札参加資格

　審査申請書等記載事項変更届を直ちに知事に提出しなければな

　らない。

　　 1　商号又は名称

　　 2　本社又は本店の所在地

　　 3　営業所等の名称又は所在地

　　 4　法人にあっては代表者の氏名、個人にあってはその者の

　　　氏名

第 5　資格の有効期間

　　指名競争入札の参加資格の有効期間は、資格審査の結果、指

　名競争入札参加資格者登録名簿への登録を決定した日から平成

　23年12月31日までとする。

第 6　資格の取消し

　　知事は、有資格者が次のいずれかに該当するときは、その資

　格を取り消すものとする。

　　 1　審査基準日以後に第 1の 2の( 1 )から( 5 )までのいずれ�

　　　かに該当することとなったとき。

　　 2　資格審査申請書又は添付書類中の重要な事項について、

　　　故意に記載せず、又は虚偽の記載をしたとき。

第 7　指名停止等

　　知事は、有資格者について、業務に関し不誠実、法令違反等

　の行為があったとき又は経営不振等のときは、指名停止又は指

　名不選定とすることがある。

高知県告示第537号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条第 1項の規定によ

り、佐川町長から次のとおり字の区域及び名称の変更について届

医療機関の名称　　所　　在　　地　　認定年月日

指定年月日

平成20年 4

月16日

事業者の名称及び主

たる事務所の所在地

社会福祉法人土佐平

成福祉会

高岡郡日高村本村字

土橋 5－ 5

事業所の名称及び所在地

並びにサービスの種類

ヘルパーステーション能

津

高岡郡日高村本村字流神

　2 － 2

介護予防訪問介護

〃

〃

社会福祉法人南国市

社会福祉協議会

南国市日吉町二丁目

　3 番28号

社会福祉法人南国市

社会福祉協議会

南国市日吉町二丁目

　3 番28号

居宅療養管理指導

指定訪問介護事業所南国

市社会福祉協議会

南国市日吉町二丁目 3番

28号

訪問介護

介護予防訪問介護

指定居宅介護支援事業所

南国市社会福祉協議会

南国市日吉町二丁目 3番

28号

居宅介護支援

〃 有限会社青い鳥

南国市篠原707番地

ケアヴィレッジ青い鳥

南国市篠原706番地

小規模多機能型居宅介護

介護予防小規模多機能型

居宅介護

〃 医療法人五月会

須崎市緑町 4番30

介護老人保健施設暖流

須崎市緑町 4番30

訪問リハビリテーション

介護予防訪問リハビリテ

ーション

〃 株式会社のぞみ

四万十市国見802番

地

訪問看護ステーションの

ぞみ

四万十市国見802番地

訪問看護

介護予防訪問看護

〃 株式会社のぞみ

四万十市国見802番

地

居宅介護支援事業所のぞ

み

四万十市国見802番地

居宅介護支援

〃 医療法人岡本会

吾川郡いの町鹿敷

162番地

居宅介護支援事業所高岩

吾川郡いの町小川西津賀

才126番地

居宅介護支援

変　　　　更　　　　前

大字

中組 タクミ

田

タカヒ

中組 カワク

ボ

字 地番区域 大字 字

変　更　後

1299の 1 、1299の 2 、

1301の 1 、1302の 1 、

1303の 1 、1304の 1 、

1305の 1 、1306の 1

1311の 1

平成20年 5

月 1 日

株式会社四国調剤

高知市大膳町40番地

四国調剤薬局くれだ店

南国市久礼田101－13



3

平
成
2
0
年
8
月
2
6
日
（
火
曜
日
）

高
　
　
知
　
　
県
　
　
公
　
　
報

第
9
0
7
1
号

�

�

高知県告示第540号

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」とい

う。）第 6条第 1項の規定による届出があったので、同条第 3項

において準用する法第 5条第 3項の規定により次のとおり告示す

る。

　なお、法第 8条第 2項の規定により、この告示に係る大規模小

売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配

慮すべき事項について意見を述べようとする者は、 4に掲げる事

項を記載した書面をこの告示の日から 4月以内に高知県商工労働

部経営支援課に提出することができる。

　　平成20年 8 月26日

　　　　　　　　　　　　　　　　　高知県知事　尾﨑　正直

　1 　届出の概要

　( 1 )　届出者の名称

　　　株式会社マイカル　代表取締役　松井　博史

　( 2 )　届出者の住所

　　　大阪府大阪市中央区久太郎町三丁目 1番30号

　( 3 )　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　　高知ショッピングデパート

　　　高知市旭町三丁目94番地

　( 4 )　変更した事項

　　ア　大規模小売店舗の設置者の代表者の氏名

　　　　（変更前）株式会社マイカル

　　　　　　　　　代表取締役　川本　敏雄

　　　　　　　　　大阪府大阪市中央区久太郎町三丁目 1番30号

　　　　（変更後）株式会社マイカル

　　　　　　　　　代表取締役　松井　博史

　　　　　　　　　大阪府大阪市中央区久太郎町三丁目 1番30号

　　イ　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名及び住所

　　　　（変更前）

�

�

　　　　（変更後）

　( 5 )　変更年月日

　　　平成20年 5 月30日

　( 6 )　変更する理由

　　ア　設置者の代表者の氏名の変更のため

　　イ　小売業者の代表者の氏名及びテナントの変更のため

　2 　届出年月日

番地 2

平成20年 6

月 1 日

高岡郡佐川町甲1687番地

居宅介護支援

社会福祉法人香南会

香南市赤岡町1160番

地 1

ケアプランセンターキセ

キレイ

安芸市川北甲3731番地

居宅介護支援

〃

〃

〃

平成20年 7

月 1 日

〃

有限会社アプローズ

高知市口細山206番

地154

有限会社木下薬局

宿毛市幸町 4－36

有限会社きらら舎

高岡郡佐川町乙1777

番地

有限会社あい薬局

香美市土佐山田町百

石町一丁目 9－ 6

有限会社ベル企画

高知市大川筋一丁目

　1 －22

エール薬局おこう店

南国市岡豊町小蓮406－

　2

居宅療養管理指導

有限会社木下薬局

宿毛市幸町 4－36

居宅療養管理指導

デイサービスきららの里

高岡郡佐川町乙1766－ 3

通所介護

介護予防通所介護

あい薬局びらふ

香美市香北町美良布1534

－ 3

居宅療養管理指導

介護予防居宅療養管理指

導

ベル薬局山田店

香美市土佐山田町旭町五

丁目 3－11

居宅療養管理指導

小売業者名

株式会社マイカル

代表者名

川本　敏雄

住所

大阪府大阪市中央区久

太郎町三丁目 1番30号

株式会社三貴 木村　和臣 東京都豊島区東池袋三

丁目 4番 3号

有限会社中納言 安藤　禎彦 高知市本町二丁目 1番

16号

株式会社青柳 和田　均 高知市与力町 2番 2号

株式会社いちとにぶん

のいち

一宮　博史 南国市廿枝1156番地

株式会社亜俚亜 酒匂　佐太

郎

高知市中万々174番地

23

丸忠株式会社 武田　忠宏 高知市旭町三丁目94番

地

株式会社かもめ 中村　信輔 高知市旭町三丁目57番

地 1

16号

中根　義勝 中根　義勝 香美郡野市町東野175

－ 4

小売業者名 代表者名 住所

株式会社マイカル 松井　博史 大阪府大阪市中央区久

太郎町三丁目 1番30号

有限会社中納言 安藤　裕治 高知市本町二丁目 1番

16号

株式会社いちとにぶん

のいち

一宮　博史 南国市廿枝1156番地

株式会社亜俚亜 酒匂　佐太

郎

高知市中万々174番地

23

丸忠株式会社 武田　忠宏 高知市旭町三丁目94番

地

株式会社キタムラ 北村　正志 高知市本町四丁目 1番

16号

株式会社かもめ 中村　信輔 高知市旭町三丁目57番

地 1

株式会社ハニーズ 江尻　義久 福島県いわき市鹿島町

走熊字七本松27番 1 号

株式会社カワシマ・ゴ

ールド

横田　光夫 静岡県浜松市西丘町

276－ 5

株式会社キタムラ 北村　正志 高知市本町四丁目 1番

〃 佐川町

高岡郡佐川町甲1650

居宅介護支援事業所こう

ほく
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　　平成20年 8 月 1 日�

　3 　届出書及び添付書類の縦覧場所

　　高知県商工労働部経営支援課

　4 　意見書に記載すべき事項

　( 1 )　氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏

　　名

　( 2 )　事業者にあっては、その事業の種類及び沿革

　( 3 )　意見を述べようとする大規模小売店舗の名称及び所在地

　( 4 )　意見の内容

高知県告示第541号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第34条の 3 の規定によ

り、次のとおり収用又は使用の手続の開始を告示する。

　　平成20年 8 月26日

　　　　　　　　　　　　　　　　　高知県知事　尾﨑　正直

　1 　起業者の名称

　　国土交通大臣

　2 　事業の種類

　　一級河川仁淀川水系波介川改修工事（波介川河口導流事業・

　高知市春野町西畑字平床割地内から土佐市用石字アイノス山地

　内まで）

　3 　手続が開始される土地

　( 1 )　収用の手続が開始される土地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高知市春野町西畑字溝割、字十代割、字タナベ、字行弘

　　割、字外川原割及び字高川原割地内

　( 2 )　使用の手続が開始される土地

　　　高知市春野町西畑字溝割、字十代割、字行弘割、字外川原

　　割及び字高川原割地内

　4 　手続が開始される土地を表示する図面の縦覧場所

　　高知市役所

高知県告示第542号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第 1 項の規定により、

道路の区域を次のとおり変更する。                  

　その関係図面は、平成20年 8 月26日から 2週間高知県土木部道

路課及び高知県須崎土木事務所において一般の縦覧に供する。

　　平成20年 8 月26日                                

�                                高知県知事　尾﨑　正直

　1 　道路の種類　国道

　2 　路　線　名　439号�

　3 　道路の区域

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

高知県告示第543号                                  

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第 1 項の規定により、

道路の区域を次のとおり変更する。                  

　その関係図面は、平成20年 8 月26日から 2週間高知県土木部道

路課及び高知県中央西土木事務所において一般の縦覧に供する。

　　平成20年 8 月26日             

�                                高知県知事　尾﨑　正直

　1 　道路の種類　国道

　2 　路　線　名　494号

　3 　道路の区域

高知県告示第544号                                  

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第 1 項の規定により、

道路の区域を次のとおり変更する。                  

　その関係図面は、平成20年 8 月26日から 2週間高知県土木部道

路課及び高知県中央西土木事務所において一般の縦覧に供する。�

　　平成20年 8 月26日                                

　　　　　　　　　　　　　　　　　高知県知事　尾﨑　正直

　1 　道路の種類　県道

　2 　路　線　名  伊野仁淀

　3 　道路の区域�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

高知県告示第545号                                  

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第 1 項の規定により、

道路の区域を次のとおり変更する。                  

　その関係図面は、平成20年 8 月26日から 2週間高知県土木部道

路課及び高知県中央西土木事務所において一般の縦覧に供する。

　　平成20年 8 月26日                                

                                　高知県知事　尾﨑　正直

区　　　　間
変更前

後の別

敷地の幅員�

（メートル）

延　　　　長

（メートル）

高岡郡四万十町大正

大奈路字川平山995

番 1 まで

高岡郡四万十町木屋

ケ内字上ミ大川平

622番 2 から

高岡郡四万十町木屋

ケ内字下モ平山654

番 2 まで

高岡郡四万十町木屋

ケ内字上ミ大川平

623番 6 から

高岡郡四万十町大正

大奈路字川平山995

番 1 まで

前 1,965

1,701

814

後

Ａ

Ｂ

63.4

4.2

29.2

11.0

63.4

区　　　　間

高岡郡越知町桐見川

字シンバヤシ5348番

　1 から

高岡郡越知町桐見川

字ハエノサコ5339番

　2 まで

高岡郡越知町桐見川

字シンバヤシ5348番

　1 から

高岡郡越知町桐見川

字ハエノサコ2798番

　1 まで

高岡郡越知町桐見川

字シンバヤシ5370番

　4 から

高岡郡越知町桐見川

字シンバヤシ5373番

　1 まで

高岡郡越知町桐見川

字シンバヤシ5370番

　1 から

高岡郡越知町桐見川

字シンバヤシ5373番

　1 まで 

前

後

前

後

65

65

35

4.0

5.5

8.8�

18.8

3.0

11.5

35

7.5

13.4

変更前

後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　　長

（メートル）

区　　　　　間

吾川郡仁淀川町用居

字宮ノ沖丙793番 1

から

吾川郡仁淀川町用居

字スズガウ子丙789

番 2 まで

前

後

53

53

4.5

5.5

5.3

25.5

変更前

後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　　長

（メートル）

高岡郡四万十町木屋

ケ内字上ミ大川平

4.2623番 6 から
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　1 　道路の種類　県道�

　2 　路　線　名  伊野仁淀

　3 　道路の区域

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

高知県告示第546号                                  

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第 2 項の規定により、

道路の供用を次のとおり開始する。                  

　その関係図面は、平成20年 8 月26日から 2週間高知県土木部道

路課及び高知県中央西土木事務所において一般の縦覧に供する。

　　平成20年 8 月26日             

                                　高知県知事　尾﨑　正直

　1 　道路の種類　国道

　2 　路　線　名　494号

　3 　道路の区域�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

高知県告示第547号                                  

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第 2 項の規定により、

道路の供用を次のとおり開始する。                  

　その関係図面は、平成20年 8 月26日から 2週間高知県土木部道

路課及び高知県中央西土木事務所において一般の縦覧に供する。

　　平成20年 8 月26日             

                                　高知県知事　尾﨑　正直

　1 　道路の種類　県道

　2 　路　線　名　伊野仁淀

　3 　道路の区域

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

　　　　　　　　　　公　　　　　　　告�

�

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第 2 項の規定によ

り、室戸市西山台地土地改良区の定款の変更を平成20年 8 月14日

に認可した。

  　平成20年 8 月26日

  　　               　   　　　　高知県知事  尾﨑　正直�

�

�

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第96条の 2 第 5 項におい

て読み替えて準用する同法第10条第 1 項の規定により、香南市の

行う土地改良事業（下分地区土地改良事業（用排水路））の施行

について平成20年 8 月12日に同意した。

  　平成20年 8 月26日  　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　  　　　　　　　　　　　　　　　高知県知事　尾﨑　正直�

�

�

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第113条の 2 第 3 項の規定

により、県営土地改良事業の工事の完了を次のとおり公告する。

　　平成20年 8 月26日

　　　　　　　　　　　　　　　　　高知県知事　尾﨑　正直　

　1 ( 1 )　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土地改良事業の名称

　　　経営体育成基盤整備事業（用排水路）

　( 2 )　地区名

　　　八流地区

　( 3 )　工事完了年月日

　　　平成19年 6 月 8 日

　2 ( 1 )　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土地改良事業の名称

　　　ため池等整備事業（用水施設）

　( 2 )　地区名

　　　松葉谷池地区

　( 3 )　工事完了年月日

　　　平成19年 9 月10日

　3 ( 1 )　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土地改良事業の名称

　　　中山間地域総合整備事業（農道）

　( 2 )　地区名

　　　土佐地区

　( 3 )　工事完了年月日

　　　平成20年 1 月24日

　4 ( 1 )　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土地改良事業の名称

　　　基幹水利施設補修事業（用水施設）

　( 2 )　地区名

　　　新居地区

　( 3 )　工事完了年月日

　　　平成20年 3 月31日

　5 ( 1 )　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土地改良事業の名称

　　　湛水防除事業（排水施設）

　( 2 )　地区名

　　　山奈地区

　( 3 )　工事完了年月日

　　　平成20年 3 月31日�

�

�

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第 3 項の規定によ

り、開発行為に関する工事の完了を次のとおり公告する。

　　平成20年 8 月26日

　　　　　　　　　　　　　　　　　高知県知事　尾﨑  正直�

　

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

区　　　　　間

高岡郡越知町桐見川

字ハエノサコ5332番

　3 から�

高岡郡越知町桐見川

字梅ノ木ガナロ5156

番 2 まで

前

後

97

97

3.8

5.5

10.5

18.8

変更前

後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　　長

（メートル）

供 用 開 始 区 間
延　　　　長

（メートル）
供用開始年月日

吾川郡仁淀川町用居字宮ノ

沖丙793番 1 から

吾川郡仁淀川町用居字スズ

ガウ子丙789番 2 まで

  53
平成20年 8 月26

日

供 用 開 始 区 間
延　　　　長

（メートル）
供用開始年月日

高岡郡越知町桐見川字シン

バヤシ5348番 1 から

高岡郡越知町桐見川字ハエ

ノサコ2798番 1 まで

高岡郡越知町桐見川字シン

バヤシ5370番 1 から

高岡郡越知町桐見川字シン

バヤシ5373番 1 まで

  65

  35

平成20年 8 月26

日

平成20年 8 月26

日

平成20年 7 月28日

20高都計第248号

開発許可を受けた

者の住所及び氏名

香美市土佐山田町

宝町一丁目 2番 1

号

香美市長

許可番号
開発区域に含まれる

地域の名称�

�

香美市土佐山田町山

田字赤シサイ1150番�

ほか
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監 査 公 表 
‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐ 

監査公表第12号 

平成20年８月26日 

高知県監査委員 樋口 秀洋 

同       黒岩 直良 

同       坂本 千代 

同       奴田原 訂 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第242条第１項の規定に基づき、平成20年６月２日 宿毛市

 二神正三から提出のあった高知県職員措置請求について監査を行い、平成20年７月31日に監査結

果を通知したので、同条第４項の規定により、次のとおり公表する。 

（原文登載） 

高知県職員措置請求監査報告書 

第１ 請求の受理 

１ 請求人 

宿毛市  二神 正三 

２ 請求の内容 

請求人提出の高知県職員措置請求書（以下「監査請求書」という。）による措置内容及び請

求の理由は、次のとおりである。 

(１) 措置内容 

平成19年４月８日執行の県議会議員選挙（以下「県議選」という。）において土森正

典、岡林眞一及び横山浩一の３候補者と選挙運動用ポスター（以下「ポスター」とい

う。）の作成契約を締結した印刷会社（以下「Ａ社」という。）及び土森候補者に対し

て、県が損害賠償の請求措置を講ずるよう求める。 

(２) 請求の理由（要約） 

ア Ａ社は、平成19年県議選において、次の３候補者と各々ポスター作成契約を締結し、

選挙終了後に当契約書に基づき同額の請求書を県に提出し、請求金額を受領している。 

（単位：円） 

候補者 作成枚数 契約単価 限度単価 契約金額 基準限度額

土森正典 650 1,050 1,437 682,500 936,924

岡林眞一 400 1,718 1,718 687,200 859,000

横山浩一 400 1,718 1,718 687,200 859,000

注 金額は、消費税及び地方消費税（以下「消費税」という。）込みの額である。 

イ 平成19年県議選に当たり、平成19年３月10日にＡ社と土森候補者が締結したポスター

作成契約書には、明らかに不正がある。平成15年のポスター作成費は単価236円、契約

金額15万3,563円であったにもかかわらず、平成19年のポスター作成費は単価1,050円、

契約金額は68万2,500円である。一挙に約4.4倍も高騰する要因は皆無で、平成15年に比

して52万8,937円も高い。 

Ａ社は、契約書と同額の請求書を県に提出し、平成19年５月31日に68万2,500円を振

り込ませて不当に公金を詐取して県に損害を与えた。 

土森候補者は、過去３回の県議選ごとに契約金額が乱高下しており、Ａ社の行為を承

諾しながら当該契約を締結した。 

ウ 平成19年に岡林候補者は、初めて県議選に立候補した。Ａ社は、同候補者がポスター

作成契約に不知であることに目を付け、平成19年３月10日に契約を締結している。 

岡林候補者に事実経過の有無と経緯を質
ただ

したところ、「Ａ社に任せっぱなしにした

ところ印刷費が高いのではないかと思い交渉したが、結局安価にならなかった。」との

証言を得ている。 

同じ選挙区から立候補しＡ社以外でポスターを作成した候補者の場合、森候補者は単

価315円で500枚作成し、契約金額15万7,500円である。また、西本候補者は単価420円で

350枚作成し、契約金額14万7,000円である。２人の単価に岡林候補者の作成枚数400枚

を乗じると、56万1,200円から51万9,200円もの差額が生じる。 

Ａ社は、契約書と同額の請求書を県に提出し、平成19年５月31日に68万7,200円を振

り込ませて不当に公金を詐取し、県に損害を与えた。 

さらに、Ａ社の代表取締役（以下「Ｂ」という。）は、不正の事実を認めている。 

エ Ａ社は、平成19年県議選に初めて立候補した横山候補者と、平成19年３月６日にポス

ター作成契約を締結した。同候補者は永年にわたり土佐清水市議会議員を歴任している

が、同市は市議会議員選挙での選挙公営に関する条例を制定していないことから、選挙

公営費に関する初めての経験と思慮される。 

Ｂは、平成20年３月５日に「平成11年県議選以外には水増しはしていないと思う。」

と証言している。にもかかわらず、岡林候補者と同様に単価1,718円、作成枚数400枚、

契約金額68万7,200円としているので、「水増しはしていない。」という証言は、信用

するに値しない。 

Ｂは、平成20年５月26日に電話で、「県に金を返せと言われても返す金がない。」、

「横山候補者も岡林候補者も関係ない。悪いのは自分だけ。」、「こんな条例を作って

いる選管が悪い。」などと述べている。 

このようにＡ社は、ポスター印刷作成１枚当たり1,718円を要しないことを自覚しな

がら、「貰
もら

えるお金は満額もらった方が得だ。」と関係条例を拡大解釈し、平成19年

５月31日に68万7,200円を振り込ませて不当に公金を詐取し、県に損害を与えた。 

(３) 事実を証する書面 

ア 「選挙運動用ポスター作成契約書」の写し 

イ 「請求書（ポスターの作成）」の写し 

ウ 「請求内訳書（ポスターの作成）」の写し 

エ 「ポスター作成証明書」の写し 

３ 請求の要件審査 

本件請求は、平成20年６月２日に受付し、要件審査の結果、次のとおり地方自治法（昭和22

年法律第67号。以下「法」という。）第242条に規定する要件を具備しているものと認め、同

日付けで受理した。 

(１) 損害賠償請求権について 

ア 法第237条第１項では、「この法律において「財産」とは、公有財産、物品及び債権

並びに基金をいう。」と規定されている。 

イ 昭和57年７月13日最高裁判決では、「地方公共団体の有する損害賠償請求権は、法

237条１項及び240条１項にいう地方公共団体の財産ないし債権に当たるものとみるべき

である」とされている。 

ウ 以上のことから、損害賠償請求権を行使しないことが違法・不当である場合は、法第

242条第１項に規定する「違法又は不当に財産の管理を怠る事実」に該当する。 
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(２) 監査請求期限 

ア 住民監査請求は、当該行為のあった日又は終わった日から１年を経過したときは、こ

れをすることができないが、本件請求の受付は、平成20年６月２日であり、県がＡ社に

公金を支出した平成19年５月31日から１年を経過している。 

イ しかし、損害賠償請求権の行使を怠っている場合には、怠る事実が生ずる限り請求期

間の制限を受けないとされている（昭和53年６月23日最高裁判決）。 

ウ ただし、損害賠償請求権であっても、特定の財務会計行為が違法であるとし、当該行

為の違法、無効であることに基づいて発生する実体法上の請求権の不行使をもって財産

の管理を怠る事実として主張している場合には、請求権の発生原因である当該行為の

あった日又は終わった日を基準にして期間制限の適用の有無を考えるべきであるとされ

ている（昭和62年２月20日最高裁判決）。 

エ 一方、「特定の財務会計上の行為の存否、内容等について検討しなければならないと

しても、当該行為が財務会計法規に違反して違法であるか否かの判断をしなければなら

ない関係にはない場合には、これをしなければならない関係にあった上記第二小法廷判

決（注：昭和62年２月20日判決）の場合と異なり、当該怠る事実を対象としてされた監

査請求は、本件規定（注：法第242条第２項）の趣旨を没却するものとはいえず、これ

に本件規定を適用すべきものではない。」（平成14年７月２日最高裁判決）とされてい

る。 

オ 本件の場合は、財務会計行為が違法・不当であるか否かの判断をしなければならない

関係にはないので、監査請求期間の制限が及ばないと考えられる。 

４ 個別外部監査契約に基づく監査について 

(１) 請求人が個別外部監査を求める理由 

ア 県議会議長に平成15年及び平成19年に行われた県議選の事実解明を求めたが、議長から

「会派代表者会で議員個々の問題として自浄能力で対応するよう通告した。」という趣旨

の連絡があり、県議会は疑惑解明の責任と義務を放棄した。 

イ 県議会が事実関係の調査を行う責務を放棄した本件について、議会選出の委員（議員）

が在職する監査委員に監査請求を行うことは道義的に整合性を欠き、外部監査人の監査が

客観的にも妥当性があると考える。 

(２) 個別外部監査を相当としない理由 

外部監査制度が設けられた趣旨は、地方公共団体における監査機能の独立性と専門性を一

層充実させるとともに、監査機能に対する住民の信頼を高めることにある。 

本件は、請求に理由があるかどうかの判断を行うに当たり、特に監査委員に代る外部の者

による判断を必要とし、又は、特に専門的な知識、判断等を必要とする事案であるとは認め

られない。 

したがって、個別外部監査を実施することが相当であるとは認められない。 

第２ 監査の実施 

１ 証拠の提出及び陳述 

(１) 請求人に対して、法第242条第６項の規定により、平成20年６月18日に証拠の提出及び

陳述の機会を与えた。 

(２) 監査対象機関に対して、同日に陳述の機会を与えた。 

２ 監査対象事項 

請求の要旨及び陳述内容から、平成19年県議選のポスター作成費について、次の事項を監査

対象とした。 

(１) Ａ社が県に対して行った請求の内容に不正があり、県に損害を与えているか否か。 

(２) 損害を与えているならば、県が損害賠償請求権あるいは不当利得返還請求権の行使を

怠っていることが違法・不当であるか否か。 

３ 監査対象機関 

県議選に係るポスター作成費の公費負担に関する事務を所管している政策企画部市町村振興

課（以下「市町村振興課」という。）及び県選挙管理委員会（以下「選管」という。）を監査

対象機関とした。 

４ 関係人調査 

法第199条第８項の規定により、次のとおり関係人調査を実施した。 

なお、岡林候補者には、調査の同意が得られなかった。 

調査日 関係人 

平成20年６月27日 Ｂ 

平成20年７月１日 土森正典、横山浩一 

第３ 監査の結果 

請求人の主張は認められないので、本件請求を棄却する。 

以下、その理由について述べる。 

１ 事実関係の確認 

監査の結果、次の事実を確認した。 

(１) 公費負担制度 

ア 目的 

公職選挙法（昭和25年法律第100号）では、金のかからない選挙を実現するととも

に、候補者間の選挙運動の機会均等を図るため、選挙の公費負担制度を採用してい

る。 

イ 根拠法令等 

公職選挙法第143条第15項では、都道府県の議会の議員及び長の選挙におけるポス

ターの作成について、条例で定めるところにより無料とすることができることを規定

している。 

この規定に基づき、県では、「高知県議会の議員及び高知県知事の選挙における選

挙運動用自動車の使用並びにビラ及びポスターの作成の公営に関する条例」（平成６

年高知県条例第33号。以下「条例」という。）を制定し、第８条から第10条までにお

いて、ポスター作成費の公費負担について定めている。 

ウ 公費負担金額 

条例第８条及び第10条の規定により、候補者は、次の限度内においてポスターを無

料で作成することができる。 

公費負担の限度となる金額（以下「基準限度額」という。）、単価（以下「限度単

価」という。）及び枚数（以下「限度枚数」という。）は、それぞれ次の算式で算定

される。 

(ア) 基準限度額＝限度単価×限度枚数 

(イ) 限度単価は、ポスター掲示場数（以下「掲示場数」という。）によって次の

ａ又はｂの算式で算定される（１円未満の端数は切り上げる。）。 

ａ 掲示場数が500以下の場合 

301,875円＋510円48銭×掲示場数

掲示場数 

ｂ 掲示場数が500を超える場合 
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301,875円＋255,240円＋26円73銭×（掲示場数－500） 

掲示場数 

(ウ) 限度枚数＝掲示場数×２ 

エ 限度単価 

限度単価について、監査対象機関は、次のとおり説明している。 

(ア) 設定の根拠 

条例は、国政選挙の基準を基にして制定し、基準が改正されればその都度改正

している。選挙区に多少のずれはあるものの同じ地域で行われる選挙であるの

で、国の基準を適用することが、今考えられる方法の中では一番適当ではないか

と認識している。 

(イ) 選挙運動との関係 

数多くある選挙運動の中でも、ポスターの掲示は、有権者に候補者の顔と名前

等を覚えてもらうことができる極めて有効な手段の一つである。候補者によって

は、写真の写り具合や文字の大きさ、色、配置等、さまざまな工夫をしている人

もいると認識している。どこをどう工夫するかは、候補者の選挙運動に当たる部

分である。選挙運動は、法令に基づきながら、候補者の裁量で自由に行われるも

のである。 

(２) 事務手続 

ポスター作成費の公費負担に関する事務手続は、条例及び高知県選挙事務執行規程

（平成７年２月選挙管理委員会告示第11号）により定められている。手続の概要は、次

のとおりである。 

ア 候補者は、ポスターの作成を業とする者（以下「業者」という。）との間でポス

ター作成の有償契約を締結する。 

イ 候補者は、有償契約を締結した後（立候補の届出前に当該契約を締結した場合に

おいては、立候補の届出後）直ちに、当該契約に係る書面の写しを添付して、ポス

ターの作成契約届出書を選管に提出する。 

ウ 候補者は、ポスター作成枚数確認申請書を選管に提出する。 

エ 選管は、確認申請書に基づき、当該ポスターの作成枚数を確認し、ポスター作成

枚数確認書を候補者に交付する。 

オ 候補者は、ポスター作成証明書及び枚数確認書を業者に提出する。 

カ 業者は、作成証明書及び枚数確認書を添付して請求書を県に提出する。 

キ 県は、業者からの請求に基づき、ポスター作成費に係る公費負担額を当該業者に

対し支払う。 

(３) 平成19年県議選のポスター作成費 

選管が発行した「選挙の記録」によれば、平成19年県議選におけるポスター作成費の

状況は、別表のとおりである（比較のため平成15年の状況を付記する。）。また、監査

対象機関から提出された書類によれば、Ａ社と契約した３候補者に係るポスター作成費

は、次のとおりである。 

ア 公費負担の限度及び契約内容 

公費負担の限度 契約内容 

候補者 選挙区 
掲示

場数 限度

枚数 

限度単価

（円） 

基準限度

額（円）

作成

枚数

契約単価

（円） 

契約金額

（円） 
契約日

土森 四万十市 326 652 1,437 936,924 650 1,050 682,500 
Ｈ19．

３．10

岡林 400 1,718 687,200 
Ｈ19．

３．10

横山 

土佐清水

市 
250 500 1,718 859,000

400 1,718 687,200 
Ｈ19．

３．６

イ 契約届出書等 

(２)の契約届出書（契約書の写し添付）、請求書、確認書及び作成証明書に記載

された枚数及び金額は、いずれもポスター作成契約書と一致している。また、支出

命令書によれば、各請求金額の合計金額である205万6,900円が平成19年５月31日に

Ａ社に支払われている。 

なお、契約書及び請求書には、ポスターの仕様又は撮影費、デザイン料、色校正

費（本機校正(注)）等の積算内訳を示す記載又は書面の添付はなされていない。 

(注) 本機校正とは、実際の印刷と同じ機械を使って行う校正を意味する。 

ウ 収支報告書 

公職選挙法第189条第１項の規定により選管に提出された選挙運動費用収支報告

書では、３候補者のポスター作成の契約先はいずれもＡ社と記載され、それぞれの

金額もアの契約金額と一致している。 

(４) 土森候補者のポスター作成費 

ア 枚数、単価及び金額 

「選挙の記録」によれば、平成７年から平成19年までの県議選での土森候補者のポ

スター作成費は、次のとおりである。 

単価（円） 金額（円） 
年 作成枚数 限度枚数

契約単価 限度単価 契約金額 基準限度額

Ｈ７ 500 650 400 1,328 200,000 863,200

Ｈ11 650 650 1,450 1,431 942,500 930,150

Ｈ15 650 650 236 1,440 153,563 936,000

Ｈ19 650 652 1,050 1,437 682,500 936,924

イ 選挙ごとの単価の違い 

契約単価及び契約金額は、アのとおり交互に増減しており、平成19年の契約単価及

び契約金額は平成15年の約4.4倍になっている。 

特に平成15年に契約単価が低かったことについて、Ｂは、「すべて平成11年のもの

を使わせてもらった。」、「選挙までに演説会とかのも1,000枚作った。その1,000枚

と650枚、文字が違うだけで同じ内容であったので、そのような単価になっている。

会社としては、1,650枚の印刷という考え方である。」と説明している。 

選管にはポスターの現物又は見本が提出されるが、平成11年のものは保管されてい

ないため、平成15年のものと写真、デザイン等が同一であるかどうかを確認すること
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はできなかった。 

平成11年及び平成19年については、Ｂ及び土森候補者は、写真、デザイン等を新し

いものにしたと説明している。また、土森候補者は、写真やデザインは「だいたい２

回使う。」と述べている。 

ウ 平成19年の契約単価 

平成19年の契約単価について、Ｂ及び土森候補者は、最初は1,500円（消費税抜

き）の単価で、97万5,000円（消費税抜き）の契約金額としていたが、減額変更した

結果、アに示す契約単価及び契約金額になったと説明している。この変更について、

Ｂは、「これだけ（大きい金額は）払えないということで32万円余りの値引きでこう

いう決済になっている。」と説明している。 

この契約変更に関して、土森候補者は、平成19年３月10日付けの「選挙運動用ポス

ター作成契約変更届出書」を選管へ提出したと説明している。 

なお、この変更届出書は、不要なものとして返却されている。また、契約金額は、

変更前の金額であったと説明している消費税込み102万3,750円となっている。 

エ ポスター作成に関する利益 

ポスター作成に関する利益について、Ｂは、「印刷物は色々あるので、他の印刷物

と比べようがないが、会社としては適正な利益で（金額を）出している。」と述べて

いる。 

オ 候補者の説明 

請求人は、平成19年の「ポスター作成契約書では明らかに不正」があり、このこと

を土森候補者も承知していたと述べている。 

このことに対して、土森候補者は、「全くそういうことはしていないし、正当な商

法による契約事項、取引であるというように確信をしている。」と述べている。ま

た、「Ａ社の社長と私が何かを目論
ろ

んで悪いことをした、とそういうように言われて

いる内容がここ（監査請求書）に書かれているが、候補者（私）とその社長は、ポス

ター作成あるいは契約等々において、話合いをしたこともない。」と述べている。 

(５) 岡林候補者のポスター作成費 

ア 請求人は、岡林候補者と同じ土佐清水市選挙区から立候補しＡ社以外と契約した２

人と岡林候補者とのポスター作成費を比較している。この２人を含む同選挙区の候補

者４人の契約内容は次のとおりである。 

候補者 作成枚数 契約単価（円） 契約金額（円） 

岡林眞一 400 1,718 687,200

横山浩一 400 1,718 687,200

森 祥一 500 315 157,500

西本勝一 350 420 147,000

イ 請求人は、岡林候補者が「印刷費が高いのではないかと思い交渉したが、結局安価

にならなかった。」と証言したと述べている。 

このことについて、Ｂは、「かかった手間賃があるので、それは無理ですというこ

とで、納得してもらった。」と述べている。 

(６) 横山候補者のポスター作成費 

ア 契約金額の決定について、横山候補者は、Ａ社の社員に来てもらい「最終的に私が

契約した。その時点において、ポスターの単価等については、その社員から『他の皆

さん方と同じような形で契約させてもらって構いませんか。』というような話であ

り、初めての選挙であったので、『よろしくお願いします。』ということで終ってい

る。」と述べている。 

イ 契約単価が限度単価と同額であることについて、横山候補者は、「結果としてそう

いう形になっているが、私自身は業者との信頼関係によってポスターを作ったので、

・・・その金額にふさわしいポスターを作っていただいたと自負している。」と述べ

ている。 

ウ 版下の作り直し、色校正等の回数について、横山候補者は、「１回は、『こんなも

のでどうでしょうか。』というような形で持って来てくれて、それで私自身は納得し

たのではなかったか。」、「ただその１回だけでというような形で断定されると困る

が、私の今の記憶の範囲内というような形で捉
とら

えていただきたいと思う。」と説明

している。 

エ ポスター作成費の積算について、Ｂは、色校正等で作り直しになれば経費がかかっ

て高くなると説明している。 

オ Ｂが関係人調査後に作成して提出した書面には、岡林候補者及び横山候補者のポス

ター作成費内訳（両者同一内容）の中に「ポスター色校正（５版）（本機校正）４回

414,477円」と記載されている。 

(７) 請求人に対するＢの発言内容等 

請求人は、監査請求書の中で、請求人に対するＢの発言内容等を記述している。それ

らについて、Ｂは関係人調査において、次のように述べている。 

ア 平成20年３月５日の面談で、県から「貰
もら

えるお金だから構わない。」と述べた

ことについては、「そういうようなことは言ったと思う。あまりにしつこいので、

こちらも嫌になって（そう言った）。素人の人に版下がどうのこうの言っても分ら

ないと思ったので、投げやりになって言ったと思う。」と述べている。 

イ 平成20年５月26日の電話での会話で、岡林候補者及び横山候補者の契約金額に関

して、「悪いのは自分だけ。」、「こんな条例を作っている県の選管が悪い。」と

言ったことについては、「言ったことは事実だ。」と述べている。そして、そう

言ったのは、忙しい時期に何回も電話してくるので、「あまりにうるさい」から

だったと述べている。 

ウ 岡林候補者及び横山候補者のポスター作成費１枚当たり1,718円という単価に関

して、請求人は「Ａ社は同額を要しないことは十分認識」していたと述べている。 

このことについて、Ｂは、「とにかく、ものすごくしつこく電話がかかり、・・

・『高いと言うのなら高いかもしれない。とにかく（請求人の）思うように思って

くれ。』ということで、そういう返事もしたと思う。」と述べている。 

(８) 監査対象機関の意見 

監査対象機関は、陳述及び平成20年６月26日の委員監査において、本件監査請求に関

して次のとおり述べている。 

ア 公職選挙法では選挙運動費用の収支報告を義務付けており、候補者からは、今回

のポスター作成費に係る記載を含む収支報告書が提出されている。この収支報告書

への虚偽の記入には罰則も設けられているので、確認して出されていると受け止め

ている。また、収支報告書の修正等の申出はない。 

イ 立候補予定者説明会において、①他県で水増し請求などの問題が明らかになり有

権者の厳しい目が向けられていること、②公費で賄われる以上必要があれば契約内
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容について有権者に説明できる必要があることなどを説明し、適正な契約をするよ

う注意喚起を行っている。 

また、原稿作成、校正、手直し等の手間のかけ方によって金額は大きく異なって

くることが想定される。 

そういったことで、基本的には適正な契約と推定するほかはなく、またそうする

ことが適当であると認識している。 

ウ 契約において、業者がどれだけの利益幅をとれば不当利得となるかは、法令に定

めがある場合は格別として、一般的には司法の場で判断されるべきものであると考

えている。 

エ 当課としては、請求人の主張に関
かか

わる事実を具体的に掌握できる立場にあるも

のでもなく、現状では、当課において不法行為の存否を確認し、損害賠償の要否を

判断することは困難であると考えている。 

２ 監査委員の判断 

請求人は、平成19年県議選候補者のうちの３人のポスターについて、作成費の請求に不正

があり、県に損害を与えていると主張しているので、このことについて判断する。 

(１) 土森候補者のポスター作成について 

ア ポスター作成費の高騰について 

(ア) 請求人は、不正があった根拠として、平成19年県議選のポスター作成費が、平

成15年と比較して約4.4倍になっていることをあげている。 

このことについて、Ｂは、１－(４)のイのとおり、①平成15年県議選は、すべて

平成11年県議選のものを使用し、平成19年県議選では写真、デザイン等を新しいも

のにしたこと、②演説会用に文字が違うだけのポスターを1,000枚作成したことに

より平成15年のポスター作成費が低く抑えられたため、結果として平成19年は約

4.4倍になったと説明している。 

また、土森候補者も同様の趣旨の説明をしている。 

(イ) １－(４)のイのとおり、平成11年のポスターは選管に残っていなかった。 

また、契約書にはポスターの仕様を添付するようにはなっていないし、県に提出

される請求書に、材質、印刷費、デザイン料、撮影費等を明らかにするような書面

が求められていないので、平成15年のポスター作成費に撮影費などが含まれていな

いかどうかを確認することはできなかった。 

このため、平成11年と平成15年のポスターの写真、デザイン等が同じものかどう

かについて、監査対象機関に保管されている書類では確認することができなかっ

た。 

(ウ) 土森候補者の平成11年、平成15年及び平成19年のポスター作成費を比較する

と、１－(４)のアのとおり平成15年が著しく低い額となっている。 

一方、平成７年のポスター作成費を見ると１枚当たり400円になっており、２回

は同じ内容のものを使用するとの土森候補者の説明と符合している。 

こうしたことからすれば、平成15年のポスターは、作成費が大幅に抑えられたと

も考えられ、一概に、平成15年の額が通常の額であるとは言えないものと考えられ

る。 

(エ) 別表のとおり、過去２回の県議選におけるポスター作成の契約金額を見ると、

土森候補者以外にも、同一候補者のポスター作成費に大きな変動があることが認め

られる。 

したがって、ポスター作成費に大きな変動があることは必ずしも特異な例ではな

いと言える。 

(オ) 以上のことから、平成15年と比較して、平成19年のポスター作成費が約4.4倍

になっていることを理由に、Ｂの請求に不正があるとは言えないものと考えられ

る。 

イ Ｂの発言について 

請求人は、Ｂが不正請求をした事実を認めたと主張している。このことについて、

１の(７)のとおり、聞き取り調査では、その本意はどうであれ請求人の主張するよう

な発言をＢがしたと認められる。 

しかし、Ｂは、請求人からあまりにも執拗
よう

に聞かれたためであり、発言は本意で

はなかったと答えている。 

このことについては、請求人とＢとの間で、どのようなやりとりがあり、発言に

至ったのかについて確認が困難である以上、Ｂの本意がいずれにあったのかを断定す

ることは困難である。 

ウ 契約について 

土森候補者は、Ｂが不正請求をするのを承知の上で契約を締結した、と請求人は主

張している。一方、１－(４)のオのとおり、土森候補者は、正当な契約、取引である

と述べている。 

当該契約内容を見てみると、平成19年県議選でのポスター１枚の単価は限度額

1,437円に対し1,050円となっている。 

また、土森候補者及びＢは、当初は１枚の単価を1,500円（消費税抜き）としてい

たが、その後1,000円（消費税込み1,050円）に契約変更したと述べている。このこと

については、１－(４)のウのとおりであり、契約変更がなされたものと認められる。 

請求人の主張するように、不正を承知で契約したとするならば、そのことと限度額

を相当に下回る額まで減額したこととは、一般的には、相容れないものである。 

したがって、請求人の主張には無理があると言わざるを得ない。 

エ 以上のことからすれば、土森候補者のポスター作成費に関して、不正があったとは

認められない。 

(２) 岡林候補者のポスター作成について 

ア 他の候補者との作成費の乖
かい

離について 

請求人は、Ｂが不正に請求したとする具体的な根拠として、同一選挙区から立候補

しＡ社以外でポスターを作成した２人の契約単価が315円と420円であることをあげて

いる。 

請求人の主張するように、岡林候補者及び横山候補者と上記２人の候補者のポスタ

ー作成費に極めて大きな差があることは、１－(５)のアのとおりである。 

ところで、平成14年１月23日名古屋高裁判決（平成14年７月19日最高裁棄却により

確定）が述べているように、「選挙に際してどのようなポスターを作成するかは、本

来、候補者が自由に決定すべきものであり、地方公共団体としては、できるだけかか

る自由を尊重すべきもの」であるとされている。 

そうであるならば、材質、デザイン料、撮影費、色校正の回数等によって差が生ず

ることは自明のことであって、単に他の候補者よりも高い金額で契約したとしても、

そのことが問題になることではない。 

したがって、Ａ社が他の候補者よりも著しく高い金額で岡林候補者と契約し、県に

その代金を請求したとしても、このことが直ちに不正な請求になるとは言えないもの

と考えられる。 

イ ポスター作成費について 

請求人は、Ｂが不正に請求したとする根拠は、１枚当たりの単価が1,718円を要し
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ないことを承知していながら候補者が公費負担制度に不知であることに目を付けて、

契約を締結したことであると主張している。 

しかしながら、単価が1,718円を要しないことを承知していたとする根拠は、同一

選挙区から立候補しＡ社以外でポスターを作成した２人の契約単価との比較から出さ

れたものであると認められる。 

したがって、このことに理由がないことはアのとおりである。 

ウ Ｂの発言等について 

請求人は、Ｂが岡林候補者のポスター作成について、不正な金額を県に請求したこ

とを認めたと主張しているが、このことについては(１)のイのとおりである。 

なお、岡林候補者は関係人調査に同意しなかったので、請求人が主張する内容につ

いて確認することができなかった。 

エ 以上のことから、岡林候補者のポスター作成費の請求に不正があったとまでは言え

ないものと考えられる。 

(３) 横山候補者のポスター作成について 

ア ポスター作成費の乖
かい

離について 

請求人は、Ｂが不正に請求したとする根拠として、１枚当たりの単価が岡林候補者

と同額の1,718円であること及びＢが不正を認めたことをあげている。 

このことについては、(１)のイ及び(２)のアで述べたとおりである。 

イ ポスター作成費について 

版下の作り直し、色校正等の回数については、１－(６)のウのとおり横山候補者

は、１回は持ってきてくれたと述べている。ただし、確かな記憶ではなく、そのよう

に断定できるものでもないとも説明している。 

一方、１－(６)のオのとおり聞き取り調査の後にＢが提出した書面では、本機校正

４回と記載されており、横山候補者の説明内容と食い違っている。 

当該書面では、本機校正の経費は１回当たり10万円を超え、４回合計で41万4,477

円となりポスター作成費の63パーセントを占めている。しかも横山候補者だけでなく

岡林候補者も全く同じ積算内容で本機校正を４回とし、ポスター作成費が横山候補者

と同額になっている。 

ところで、候補者にとって、ポスターは非常に重要なものであることは言うまでも

ないが、作成に当たって、本機校正を４回も行うということは一般にはまれであると

されている。 

横山候補者の場合、聞き取り調査の中でも、ポスターの作成に当たって、本機校正

を４回も行うほど特別の関心を持っていたとの発言は得られていない。そうすると、

一回目に了解したのではないかという発言と合せて考えると、Ａ社の積算内容には疑

念の残るところである。 

また、岡林候補者のポスターについても、本機校正は４回とされているが、岡林候

補者に対する聞き取り調査が実施できていないものの、Ａ社が作成した２人の候補者

がいずれも本機校正を４回としていることについては、不自然さがぬぐい切れない。 

しかしながら、本機校正の回数が、結果として作成費に大きな変動を生じさせるこ

とがあるとしても、Ｂと横山候補者との間で締結された契約書の内容は、687,200円

で400枚のポスターを作成するということであって、契約内容に校正の回数等が条件

とされている訳ではない。 

さらに、現実に候補者が了解して、ポスターを受領していることからすれば、契約

の履行において契約違反があったとは言えない。 

こうしたことから、本件ポスター作成費について本機校正の回数を４回としている

Ｂの説明と、横山候補者の説明が食い違っており、また、４回という本機校正の回数

も不自然ではあるが、現行の制度においては、Ｂが不正を行ったと判断することは困

難と言わざるを得ない。 

以上のことから、Ｂが３人の候補者のポスター作成費を不正に請求したとの主張は認めること

はできない。 

よって、県が損害賠償請求を怠っているとの請求人の主張には理由がないものと判断する。 
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0
0

6
5
6
2
6
2
,
5
0
0

川
井
　
き
く
ひ
ろ
長
岡
郡
・
土
佐
郡

1
,
1
8
8

4
7
5
,
0
0
0

よ
こ
や
ま
　
浩
一
土
佐
清
水
市

1
,
7
1
8

6
8
7
,
2
0
0

岡
林
　
し
ん
い
ち
土
佐
清
水
市

1
,
7
1
8

6
8
7
,
2
0
0

4
5
0
植
田
　
壮
一
郎
室
戸
市
・
東
洋
町

8
4
0

3
7
8
,
0
0
0

4
5
0

1
,
0
5
0
4
7
2
,
5
0
0

弘
田
　
兼
一

室
戸
市
・
東
洋
町

2
,
0
0
0

9
0
0
,
0
0
0

5
0
0
森
　
よ
し
か
ず
土
佐
清
水
市

3
1
5

1
5
7
,
5
0
0

5
0
0

3
1
5
1
5
7
,
5
0
0

黒
岩
　
直
良

香
美
市

4
8
3

2
4
1
,
5
0
0

8
0
0

3
5
0
2
8
0
,
0
0
0

井
上
　
自
由

南
国
市

5
0
4

2
5
2
,
0
0
0

5
5
0

8
4
0
4
6
2
,
0
0
0

5
5
0
中
西
　
さ
と
し

宿
毛
市
・
大
月
町
・
三
原
村

3
5
2

1
9
3
,
6
0
0

5
5
0

4
0
4
2
2
2
,
2
0
0

浜
田
　
正
志

南
国
市

1
,
3
6
5

7
5
0
,
7
5
0

5
5
2
溝
渕
　
た
て
お
南
国
市

1
,
6
0
0

8
8
3
,
2
0
0

5
0
0

8
4
0
4
2
0
,
0
0
0

さ
わ
だ
　
幸
子
南
国
市

1
,
6
0
0

8
8
3
,
2
0
0

5
9
8
式
地
　
ひ
ろ
た
だ
長
岡
郡
・
土
佐
郡

8
9
3

5
3
3
,
7
1
5

3
0
0

1
,
7
0
0
5
1
0
,
0
0
0

6
0
0
田
頭
　
文
吾
郎
四
万
十
市

2
9
4

1
7
6
,
4
0
0

6
0
0

2
9
4
1
7
6
,
4
0
0

町
田
　
い
さ
く
香
美
市

6
2
0

3
7
2
,
0
0
0

6
0
2
米
田
　
み
の
る
高
知
市

8
4
0

5
0
5
,
6
8
0

8
0
0

6
2
5
5
0
0
,
0
0
0

中
根
　
さ
ち

高
知
市

8
4
0

5
0
5
,
6
8
0

き
ら
　
富
彦

高
知
市

8
4
0

5
0
5
,
6
8
0

8
0
0

6
2
5
5
0
0
,
0
0
0

つ
か
じ
　
さ
ち
高
知
市

8
4
0

5
0
5
,
6
8
0

8
0
0

6
2
5
5
0
0
,
0
0
0

6
5
0
と
も
り
　
正
典
四
万
十
市

1
,
0
5
0

6
8
2
,
5
0
0

6
5
0

2
3
6
1
5
3
,
5
6
3

6
5
2
と
み
た
　
俊
正
四
万
十
市

1
,
4
3
7

9
3
6
,
9
2
4

7
0
0
上
田
　
周
五

吾
川
郡

1
7
5

1
2
2
,
5
0
0

池
脇
　
純
一

高
知
市

3
1
8

2
2
2
,
6
0
0

7
0
0

2
9
7
2
0
7
,
9
0
0

黒
岩
　
正
好

高
知
市

3
1
8

2
2
2
,
6
0
0

7
0
0

2
9
7
2
0
7
,
9
0
0

西
森
　
ま
さ
か
ず
高
知
市

3
1
8

2
2
2
,
6
0
0

7
0
0

2
9
7
2
0
7
,
9
0
0

8
0
0
坂
本
　
茂
雄

高
知
市

1
9
6

1
5
6
,
8
0
0

7
0
0

2
1
0
1
4
7
,
0
0
0

ふ
た
が
み
　
正
三
宿
毛
市
・
大
月
町
・
三
原
村

3
6
8

2
9
4
,
4
0
0

7
0
0

3
9
3
2
7
5
,
2
0
5

西
岡
　
寅
八
郎
吾
川
郡

8
0
0

6
4
0
,
0
0
0

8
0
0

1
,
0
6
9
8
5
5
,
2
0
0

沖
本
　
と
し
お

宿
毛
市
・
大
月
町
・
三
原
村

9
0
0

7
2
0
,
0
0
0

9
0
0
西
森
　
潮
三

高
知
市

8
0
0

7
2
0
,
0
0
0

8
0
0

8
0
0
6
4
0
,
0
0
0

岡
林
　
あ
つ
し
高
知
市

9
3
0

8
3
7
,
0
0
0

1
,
0
0
0
武
石
　
利
彦

高
岡
郡

4
1
0

4
0
9
,
5
0
0

1
,
2
0
0

4
1
2
4
9
4
,
7
6
0

三
石
　
文
隆

高
知
市

7
8
8

7
8
7
,
5
0
0

1
,
0
0
0

9
6
6
9
6
6
,
0
0
0

高
橋
　
と
お
る
高
知
市

9
2
0

9
2
0
,
0
0
0

国
吉
　
た
く
じ
高
知
市

9
2
9

9
2
9
,
2
5
0

7
0
0

1
,
2
6
0
8
8
2
,
0
0
0

1
,
1
0
0
ゆ
う
き
　
健
輔
高
岡
郡

8
1

8
8
,
9
3
5

1
,
1
0
0

1
2
9
1
4
1
,
7
5
0

佐
竹
　
み
ち
お
高
岡
郡

2
3
0

2
5
3
,
0
0
0

1
,
0
0
0

2
1
0
2
1
0
,
0
0
0

え
ぶ
ち
　
征
香
高
知
市

8
5
0

9
3
5
,
0
0
0

1
,
0
0
0

1
,
0
5
0
1
,
0
5
0
,
0
0
0

ふ
ぁ
ー
ま
ー
土
居
高
知
市

9
0
0

9
9
0
,
0
0
0

1
,
2
0
0
大
石
　
宗

高
知
市

2
7
4

3
2
9
,
1
7
5

元
木
　
益
樹

高
知
市

3
9
9

4
7
8
,
8
0
0

1
,
0
0
0

3
9
4
3
9
4
,
0
0
0

浜
田
　
よ
し
ひ
こ
高
知
市

8
0
0

9
6
0
,
0
0
0

9
0
0

9
0
0
8
1
0
,
0
0
0

桑
名
　
り
ゅ
う
ご
高
知
市

8
5
0
1
,
0
2
0
,
0
0
0

立
田
　
や
す

吾
川
郡

8
5
0
1
,
0
2
0
,
0
0
0

1
,
2
0
4
高
野
　
光
二
郎
高
知
市

9
3
0
1
,
1
1
9
,
7
2
0

1
,
0
1
6

1
,
3
2
9
1
,
3
5
0
,
0
0
0

川
竹
　
だ
い
す
け
高
知
市

9
3
0
1
,
1
1
9
,
7
2
0

1
,
3
0
0
田
村
　
て
る
お
高
岡
郡

1
8
5

2
4
0
,
2
4
0

1
,
3
0
0

2
2
1
2
8
6
,
6
5
0

注
　
１
　
「
中
芸
」
は
、
奈
半
利
町
・
田
野
町
・
安
田
町
・
北
川
村
・
馬
路
村
を
示
す
。

　
　
２
　
平
成
1
5
年
は
、
平
成
1
9
年
と
は
選
挙
区
の
区
分
が
異
な
っ
て
い
る
。

　
　
３
　
単
価
は
、
小
数
点
以
下
第
一
位
を
四
捨
五
入
し
て
い
る
。

別
表
　
ポ
ス
タ
ー
作
成
の
契
約
単
価
・
契
約
金
額
（
平
成
1
9
年
の
作
成
枚
数
別
）

平
成
1
9
年

平
成
1
5
年
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